土壌汚染対策法に基づく「申請に対する処分」に係る審査基準の一部改正案について（概要）
１　趣旨
　　行政手続法において、行政庁は、申請に対する処分について審査基準を定めるものとされています。
土壌汚染対策法（平成14年法律第53号。以下「法」という。）第22条に基づく汚染土壌処理業の許可申請及び法第23条に基づく変更許可申請の審査にあたっては、現在、セメント製造施設を対象に、法に基づく「申請に対する処分」について、行政手続法（平成５年法律第88号）に基づき、審査基準を設定しています。

　　今般、これに加え、自然由来等土壌利用施設（自然由来等土壌海面埋立施設）を対象に、法に基づく「申請に対する処分」について、行政手続法に基づく審査基準を設定します。
　　併せて、国通知等が整備されたことに伴い、「汚染土壌処理業（セメント製造施設）の許可に係る審査基準」及び「汚染土壌処理業の譲渡及び譲受、合併又は分割並びに相続の承認に係る審査基準」に国通知等を加えるとともに、国通知等に判断基準が尽くされている項目については削除します。
２　制定する内容
(1) 施設の追加

土壌汚染対策法に基づく「申請に対する処分」に係る審査基準のうち、５の項に、自然由来等土壌利用施設（自然由来等土壌海面埋立施設）（法第22条第２項）を加えます。
(2) 審査基準
法令の定め及び許可事務に関する国通知等を審査基準として位置付けるなどして設定し、具体的な内容として別紙１（２）を加えます。

(3) 標準処理期間
セメント製造施設と同様に、事実関係の認定に難易差の生じることが想定されることから、「設定しない」とします。

現在、「設定しない」とされており、変更はありません。
３　施行期日
　　意見公募手続後に起案する、当該審査基準の一部改正案の決裁日
４　関係法令条文等

　　・土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）
　　・汚染土壌処理業に関する省令（平成21年環境省令第10号）

